
貸借対照表

令和 6年 6月30日 現在 単位：千円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 【 264,603】 【流 動 負 債】 【 20,229】

現 金 及 び 預 金 169,826 買 掛 金 1,814

売 掛 金 89,930 未 払 金 4,379

破 産 債 権 322 未 払 費 用 8,169

仮 払 金 14 未払法人税及び住民税 90

前 払 費 用 1,741 預 り 金 5,776

未 収 入 金 3,469 【固 定 負 債】 【 43,656】

貸 倒 引 当 金 700 長 期 借 入 金 43,656

【固 定 資 産】 【 116,148】 負 債 合 計 63,885

（有 形 固 定 資 産） （ 23,784）

建 物 6,133

建 物 附 属 設 備 881 純 資 産 の 部

車 両 運 搬 具 【株 主 資 本】 【 316,866】

工 具 器 具 備 品 4,733 資 本 金 45,000

土 地 12,034 （利 益 剰 余 金） （ 285,028）

（無 形 固 定 資 産） （ 2,337） 利 益 準 備 金 9,734

電 話 加 入 権 420 そ の 他 利 益 剰 余 金 275,293

ソ フ ト ウ エ ア 料 1,916 繰 越 利 益 剰 余 金 275,293

（投資その他の資産） （ 90,027） 自 己 株 式 13,162

敷 金 15,069

保 険 積 立 金 74,957 純 資 産 合 計 316,866

資 産 合 計 380,752 負 債 ・ 純 資 産 合 計 380,752



個別注記表

自 令和 5年 7月 1日

至 令和 6年 6月30日

この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法を採用しています。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法を採用しています。

固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しています。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成
２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して
います。

(2) 無形固定資産
定額法を採用しています。

引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規

定に基づく法定繰入率により計上しています。
また破産債権については個別評価を採用しています。

収益及び費用の計上基準
発生主義を採用しています。

計算書類作成のための重要な事項
消費税の会計処理 税抜処理を採用しています。

貸借対照表等に関する注記
減価償却累計額の金額
有形固定資産の減価償却累計額 49,640千円

株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の数
前期末株式数（発行済普通株式） 900株
当期増加株式数（発行済普通株式） 0株
当期減少株式数（発行済普通株式） 0株
当期末株式数（発行済普通株式） 900株
前期末株式数（発行済優先株式） 0株
当期増加株式数（発行済優先株式） 0株
当期減少株式数（発行済優先株式） 0株
当期末株式数（発行済優先株式） 0株

自己株式の数
前期末株式数 86株
当期増加株式数 0株
当期減少株式数 0株
当期末株式数 86株

当該事業年度中の剰余金の配当に関する事項
令和_5年_9月_8日の定時株主総会において、次の通り決議されました。

配当金の総額 10,175,000円



個別注記表

自 令和 5年 7月 1日

至 令和 6年 6月30日

配当の原資 利益剰余金
一株当たり配当額 12,500円
基準日 令和_5年_6月30日

当該事業年度後の剰余金の配当に関する事項
令和_6年_9月13日開催予定の定時株主総会において、次の通り決議を予定しています。

配当金の総額 6,105,000円
配当の原資 利益剰余金
一株当たり配当額 _7,500円

基準日 令和_6年_6月30日

一株当たり情報に関する注記
一株当たりの情報
一株当たりの純資産額 389,270円77銭
一株当たりの当期純利益又は当期純損失 27,420円53銭




